
表３　変更・廃業等の届出に係る必要書類一覧【変更・廃業等時】

【変更の届出】
住宅宿泊事業法第26条第１項の規定により、登録事項に変更があったときは、変更があった日から30日以内に変更の届出を行う必要があります。

変更届出事項
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法
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法
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個
人
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人

個
人

法
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個
人

法
人

個
人

法
人
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登録事項変更届出書【第七号様式】 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
※２

○ ○
※２

○
※２

○
※２

○ ○

略歴書【第二号様式】 ○ ○ ○ ○ ○ ○
※２

○
※２

○
※２

○
※２

×

法人用の誓約書【第四号様式】 ○ ○ ○
※２

○
※２

○
※２

○
※２

○

個人用の誓約書【第六号様式】 ○ ○ ○ ○ ○

身分証明書 ○ ○ ○ ○ ○ ○
※２

○
※２

○
※２

○
※２

×
・本籍地の市区町村発行
・発行日から３ヶ月以内のもの

履歴事項全部証明書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
※１

○
※１

○
※１

○
※２

○
※２

○
※２

○
※２

※４
・主たる営業所又は事務所所在地の法務局（登記所）発行
・発行日から３ヶ月以内のもの

戸籍謄（抄）本 ○ × ・発行日から３ヶ月以内のもの

変更後の住所が明示された書類　※５ ○ ×

【廃業等の届出】
住宅宿泊事業法第28条第１項の規定により、廃業等の事由に該当することとなったときは、該当することとなった日から30日以内に廃業等の届出を行う必要があります。

提出書類

廃業等届出書【第八号様式】

※１　従たる営業所又は事務所における変更等で、営業所又は事務所が登記簿に登記されていない場合は、添付の必要はありません。
※２　変更後の氏名が登記簿に登記されていない場合は、変更の届出を行う必要はありません。
※３　システム申請ができない（×になっている）項目は、別途郵送等により提出する必要があります。
※４　登記情報提供サービスにて発行される照会番号（有料）を民泊制度運営システムに添付することでシステム申請が可能になります。
※５　変更後の住所が記載された住民票や賃貸契約書の写しなど、住所が確認できるものが必要です。

（注１）紙による申請の場合（紙とシステム申請を併用する場合も含む。）は、提出する部数は、正本１部。
（注２）変更内容を確認するために、その他書類を必要に応じて求める場合があります。
（注３）変更の届出をする者は、法第25条第１項に該当する事由の有無の審査のため、登録を実施するために提出した書類に記載の個人情報が警察当局に提供されることに同意の上、書類を提出してください。
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第七号様式（第十条関係）

登録申請者

※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎　商号、名称又は氏名及び住所

１１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

カ ス ミ カ ゛ セ キ ア ソ シ エ イ ツ

霞 ヶ 関 ア ソ シ エ イ ツ 株 式 会 社

１ ０ ０ － ８ ９ １ ８

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

カ ス ミ カ ゛ セ キ フ ト ゛ ウ サ ン

霞 ヶ 関 不 動 産 株 式 会 社

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ ※

◎　代表者又は個人に関する事項 変更区分

１２ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

カ ス ミ カ ゛ セ キ イ チ ロ ウ

霞 ヶ 関 一 郎

Ｓ － ４ ８ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日

カ ス ミ カ ゛ セ キ タ ロ ウ

霞 ヶ 関 太 郎

Ｓ － ４ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日

※

確認欄

（Ａ４）

登録事項変更届出書
（第一面）

（01）

霞ヶ関アソシエイツ株式会社

０３－５２５３－８１１１

０３－５２５３－１５５７

商 号 又 は 名 称

氏 名 代表取締役　霞ヶ関　一郎

電 話 番 号

ファクシミリ番号

(法人である場合においては、代表者の氏名)

生 年 月 日

確認欄

フ リ ガ ナ

受付番号

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

住 所

変
更
前 生 年 月 日

商号、名称又は氏名

住 所

氏 名

変
更
前

女性

氏 名

□ 女性

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

殿

法 人 番 号

　　令和○○年　○月　○日

　○○地方整備局長

受付年月日

性 別 ☑ 男性

フ リ ガ ナ

届出時の登録番号

変
 
更
 
後

性 別 ☑ 男性 □

住宅宿泊事業法第26条第１項の規定により、登録事項の変更の届出をします。

変
 
更
 
後

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

郵 便 番 号

①

③

③

②

④

⑤

⑥

⑦

⑧
③

⑤
⑥

⑧
③



① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記載すること。

③ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

④ 法人番号は、登録申請者が法人である場合にのみ記入すること。

※法人番号とは、国税庁から指定・通知される13桁の番号。（商業登記簿の会社法人等番号12桁の左側に１

桁を付加したもの）

⑤ 商号、名称又は氏名について、法人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰

めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。なお、フリガナに会社の種類（カブシキガイ

シャなど）は記入しないこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

個人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入

し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も姓と名の間に１

文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 「住所」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入す

ること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑦ 代表者又は個人に関する事項の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成する

こと。

ア 代表者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

⑧ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。



※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎　法定代理人に関する事項

１３ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

コ ク ト ゛ カ ン リ

国 土 管 理 株 式 会 社

１ ０ ０ － ８ ９ １ ８

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ 霞 ヶ 関 ビ ル

１ ５ 階

－ 年 月 日

コ ク ト ゛ カ ン リ

国 土 管 理 株 式 会 社

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ 国 土 交 通 ビ

ル ２ 階

－ 年 月 日

※

◎　法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合） 変更区分

１４ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 ２ １．就退任　２．氏　名

カ ス ミ カ ゛ セ キ ハ ナ コ

霞 ヶ 関 花 子

Ｓ － ４ ５ 年 ０ ４ 月 １ ０ 日

コ ク ト ゛ ハ ナ コ

国 土 花 子

Ｓ － ４ ５ 年 ０ ４ 月 １ ０ 日

※

確認欄生 年 月 日

住 所

（第二面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変
更
前

性 別

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

住 所

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

フ リ ガ ナ

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

性 別

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄生 年 月 日

氏 名

生 年 月 日

変
更
前

性 別 □ 男性 ☑ 女性

□ 男性 □ 女性

変
 
更
 
後

□ 男性 □ 女性

郵 便 番 号

変
 
更
 
後

性 別 □ 男性 ☑ 女性

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

① ②

③

④

⑤

⑥

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑧

③

③

③



◎　法定代理人の役員に関する事項（法人である場合） 変更区分

１５ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

カ ス ミ カ ゛ セ キ タ カ ヒ ロ

霞 ヶ 関 隆 弘

Ｓ － ５ １ 年 ０ ９ 月 ３ ０ 日

コ ク ト ゛ シ ン イ チ

国 土 真 一

Ｓ － ４ ８ 年 ０ ７ 月 １ ７ 日

※

確認欄生 年 月 日

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

性 別 ☑ 男性 □ 女性

変
 
更
 
後

性 別 ☑ 男性 □ 女性

変
更
前

⑨

③

③

⑧

⑧

③



① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記入すること。

③ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

④ 商号、名称又は氏名について、法人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰

めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。なお、フリガナに会社の種類（カブシキガイ

シャなど）は記入しないこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

個人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入

し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も姓と名の間に１

文字分空けて左詰めで記入すること。

⑤ 「住所」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入す

ること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑥ 法定代理人が個人である場合は、生年月日及び性別も記入すること。

⑦ 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定め

るところにより作成すること。

ア 代表者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

⑧ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑨ 法定代理人の役員に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定める

ところにより作成すること。なお、第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して

当該面の次に添付すること。

ア 代表者以外の役員に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。



※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎　役員に関する事項（法人である場合） 変更区分

２１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

コ ク ト ゛ タ ゛ イ キ チ

国 土 大 吉

Ｓ － ４ ９ 年 １ １ 月 １ ０ 日

カ ス ミ カ ゛ セ キ サ フ ゛ ロ ウ

霞 ヶ 関 三 郎

Ｓ － ５ ３ 年 ０ ８ 月 ０ ８ 日

※

変更区分

２１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

－ 年 月 日

カ ス ミ カ ゛ セ キ ト モ コ

霞 ヶ 関 智 子

Ｓ － ４ ６ 年 １ ０ 月 １ ５ 日

※

フ リ ガ ナ

氏 名

変
 
更
 
後

（第三面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変 更 年 月 日

生 年 月 日

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄

変
更
前

性 別 ☑ 男性

生 年 月 日

氏 名

変
 
更
 
後

性 別 □ 男性 □

変
更
前

性 別 □ 男性 ☑

性 別 ☑ 男性 □ 女性

□ 女性

女性

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

女性

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

① ②

③
④

⑤

⑤

④

④

⑥



① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記入すること。

③ 役員に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより

作成すること。第三面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付す

ること。

ア 代表者以外の役員に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

④ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

⑤ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 退任のみの場合は、変更前に記入すること。



※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

変更区分

２ 　１．新設・廃止

項番 ◎　営業所又は事務所に関する事項 　２．名称・所在地

３０ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

関 東 営 業 所

３ ３ ０ － ９ ７ ２ ４

埼 玉 県 さ い た ま 市 中 央 区 新 都 心 ２ 番 地 １ さ い

た ま 新 都 心 ビ ル ５ 階

０ ４ ８ － ６ ０ １ － ３ １ ５ １

埼 玉 支 店

埼 玉 県 さ い た ま 市 中 央 区 新 都 心 ２ 番 地 １ さ い

た ま 新 都 心 ビ ル ５ 階 ※

変更区分

　１．新設・廃止

◎　営業所又は事務所に関する事項 　２．名称・所在地

３０ － 年 月 日

－

※

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

所 在 地

電 話 番 号

営業所又は事務所
の名称

営業所又は事務所
の別

変
更
前

（第四面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変
 
更
 
後

２ 1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

変 更 年 月 日

郵 便 番 号

確認欄

営業所又は事
務所の名称

営業所又は事
務所の別

２

所 在 地

変
 
更
 
後

変 更 年 月 日

営業所又は事務所
の別

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事務所
の名称

郵 便 番 号

所 在 地

所 在 地
確認欄

電 話 番 号

変
更
前

営業所又は事
務所の別

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事
務所の名称

① ②

③

④

⑤

⑥

⑤

④

⑦

⑥



① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「変更年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入

するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 営業所又は事務所に関する事項の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成す

ること。第四面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

ア 営業所又は事務所を新設した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

イ 営業所又は事務所を廃止した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

ウ 営業所又は事務所の名称又は所在地に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

④ 「営業所又は事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑤ 「営業所又は事務所の名称」の欄は、主たる営業所又は事務所であれば「本店」、従たる営業所又は事務所

であれば支店名のみを記入すること（商号は記載不要）。

⑥ 「所在地」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入

すること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑦ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入するこ

と。

（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １



※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎　既に有している免許又は登録

３１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

※

（第五面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変
 
更
 
後

変 更 年 月 日

業の種類 免許等の番号 免許等の年月日

国土交通大臣
（03）第999999号

宅地建物取引業法第３条第１項の 東京都知事
（01）第999999号

平成31年4月26日
免許

マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第 44条第 1項の登録

に関する法律第 44条第１項の登録

国土交通大臣の登録を受けている

賃貸住宅管理業者

変
更
前

業の種類 免許等の番号 免許等の年月日

宅地建物取引業法第３条第１項の

国土交通大臣の登録を受けている 確認欄

賃貸住宅管理業者

平成27年9月30日
免許

マンションの管理の適正化の推進

① ②

③
④

⑤

⑤



① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記入すること。

③ 同一の免許等の番号で免許等の年月日のみ変更された場合は、変更届出書の提出は不要。

④ 「変更年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入

するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

⑤ 「免許等の年月日」の欄は、免許の有効期間の開始日ではなく、免許を与えられた年月日を記入すること。


